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秋田市学校給食費システム構築業務に係る 

公募型プロポーザル提案書等作成要領 

 

１ 概要 

「秋田市学校給食費システム構築業務に係る公募型プロポーザル実施要領」に基

づき、提案者の具体的な提案内容を記載した提出書類を作成すること。 

 

２ 提出書類 

(1) 提出書類の名称 

審査に必要な書類として、次の書類を提出すること。なお、提出に当たっては、

１部単位でクリップ止め又はフラットファイル等に綴じること。 

ア 企画提案書（様式４を含む） 

イ システム機能要件一覧（様式５） 

ウ システム帳票要件一覧（様式６） 

エ 業務従事者調書（様式７－１、７－２） 

オ 提案見積書（様式８） 

(2) 提案対象 

別紙「企画提案書記載事項一覧」の各項目について、「秋田市学校給食費システ

ム構築（賃貸借および運用保守業務委託）調達仕様書」（以下「調達仕様書」とい

う。）を熟読し、内容を十分に把握、理解した上で提案すること。 

(3) 提案方法 

ア 契約締結の際には、調達仕様書に加え、企画提案書一式を添付する予定であ

るため、確実に実現できる範囲で記載すること。なお、構築又は運用保守時に

提案内容が実現できない場合は、提案内容以外の方法で実現することとし、そ

の費用は受注者の負担とする。 

イ 本市の方向性に沿って業務を行うことができるかどうかを審査するため、別

紙「企画提案書記載事項一覧」の全ての項目について、提案内容を分かりやす

く具体的に記述すること。項目について記載がない場合は、審査において不利

となることに留意すること。その他、調達仕様書に従って積極的な提案を行う

こと。なお、文書を補完するためにイメージ図、イラスト、グラフ等の使用は

可とする。 

ウ 記載事項の順序は、別紙「企画提案書記載事項一覧」の順序にすること。（記

載の順序および記載事項の変更等は行わないこと。） 

エ 専門知識を有しない者でも理解できるよう、分かりやすい記載に努めること。 

オ 定量的に表すことが可能な場合は、その数値をできる限り記載すること。 

カ 本市の提示した書類と内容が重複する場合においても、「実施要領や調達仕

様書の記載のとおり」といった省略した記述はしないこと。 

キ 調達仕様書に記載している内容以外に、この業務の目的を達成するための有

効な方法がある場合は、積極的な提案を行うこと。 

ク 提案見積額に加算していない有料オプションなど、別途費用を必要とするも
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のを企画提案書に記載しないこと。 

 

３ 企画提案書の作成 

(1) 様式 

ア 表紙には指定の様式(様式４)を使用すること。なお、匿名での審査を行うた

め、提出する副本11部については、提出者欄と担当者欄を黒塗りの上、提出す

ること。 

イ Ａ４縦長横書き両面（ただし、構成上やむを得ない箇所は片面でも可）とす

ること。図面等補足資料でＡ３を使用する場合はＡ４サイズに折り込むこと。 

ウ 綴じしろとして、左右に25mmの余白を設けること。 

(2) 留意事項 

ア 表紙、目次を除き、30ページ以内とすること、やむを得ずＡ３を使用する場

合は、片面は２ページ、両面は４ページとして扱うこと。 

イ 表紙、目次を除いた各ページには、ページ番号を記載すること。 

ウ 文字サイズは11ポイント以上の大きさとすること。ただし、図表中に使用す

る文字についてはこの限りではないが、見やすさ等に配慮すること。 

エ 提案内容の記述内容に不整合があった場合は、本市に有利な記述内容を正と

みなす。 

オ 社名や商標、マーク等提案者を認識できるものを記載しないこと。提案者の

企業情報を用いる場合には、アルファベット文字等を活用するなどして容易に

認識できないようにすること。 

 

４ システム機能要件一覧およびシステム帳票要件一覧の作成 

(1) 様式 

システム機能要件一覧（様式５）およびシステム帳票要件一覧（様式６）で作

成すること。なお、匿名での審査を行うため、提出する副本11部については、提

出者欄を黒塗りの上、提出すること。 

(2) 留意事項 

各項目における対応の可否について、以下の区分に応じて「対応可否」欄のプ

ルダウンから選択すること。なお、必要性欄に「必須」となっている項目につい

て、「×（対応不可）」があった場合には、その提案は無効とする。 

◎：標準対応可能（本稼働までに標準適合できるものも含む） 

○：類似機能又はカスタマイズで対応可能 ※１ 

△：代替運用で対応可能 ※２ 

×：対応不可  

   ※１ 「カスタマイズ費用」欄にカスタマイズに要する概算費用を記載すること 

   ※２ 「代替手段」欄に代替手段や他自治体での対応方法など、実現しないことで問題ない

かを本市が判断するための情報を記載すること（欄が不足する場合は別紙（Ａ４）に記

載し、各要件一覧表の最後に添付しても可） 
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５ 業務従事者調書の作成 

業務従事者調書（様式７－１および７－２）で作成すること。なお、匿名での審

査を行うため、提出する副本11部については、社名等提案者を認識できる記載があ

る場合は黒塗りの上、提出すること。 

 

６ 提案見積書の作成 

(1) 様式 

提案見積書（様式８）で作成すること。なお、記載金額は構築から令和13年度

までの運用保守に係る全ての費用を記載し、消費税および地方消費税を除いた額

ならびにリース取引となる場合はリース料を含めた額とすること。 

また、匿名での審査を行うため、副本11部については、提出者欄を黒塗りの上、

提出すること。 

 (2) 留意事項 

   提案者が契約候補者となった場合において、提案見積金額を基に契約締結の協

議を行うため、提案者の都合による増額変更は認められない。また、積算の詳細

な内訳の提示を求めた場合には応じること。 
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別紙 

 

「企画提案書記載事項一覧」 

 

１ 基本方針 提案に当たっての基本的な考え方や開発の基本方針等を記載 

２ 提案システム 

(1) 提案システムの導入実績 特別区・政令指定都市および中核市の導入実績を記載 

(2) 提案システムの特徴 操作性・視認性等を記載 

３ スケジュール 構築作業の全工程等を記載 

４ 事業推進体制 構築作業時および運用開始後に分けて推進体制等を記載 

５ 秋田市学校給食費システム構築業務 

(1) システム初期環境構築作業 

(2) 教育委員会職員向け説明会 開催方法・日数等を記載 

(3) 各学校・センター職員向け説明会 開催方法・日数等を記載 

(4) セキュリティ対策 

(5) システム障害対応 

(6) ヘルプデスクの設置運営 教育委員会事務局向け、学校・センター向けの体制等を記載 

(7) システム改修の考え方と費用 

(8) 機能提案ほか 本市の要求以外の追加機能や利便性向上の提案を記載 

 


